
 
平成２６年１２月１９日 京都市都市計画局 住宅室住宅政策課   

  

平成２６年度 第４回 京都市住宅審議会 資料５ 

「分譲マンション管理支援」の取組 
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（平成２５年末時点） 約１，６５０マンション，約９８，０００戸が供給されている。 
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 京都市内の分譲マンション供給戸数 
供給戸数 累積供給戸数 
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供給戸数 

累積供給戸数 

現行耐震基準 
の導入 
昭56.6～  

新景観政策 
の施行 
平19.9～ 

（出典：京都市調査） 
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 京都市の分譲マンションに関する事業 

★マンション管理セミナー(平成９年度から) 
★すまいスクール出張版 (平成１３年度から) 
★すまいよろず相談(専門相談)(平成１３年度から)  
★分譲マンション建て替え・大規模修繕アドバイザー派遣（平成１９度から） 

平成１９年９月以前に着工された分譲マンションのうち，高さ又は容積で 
既存不適格の分譲マンション(約６５０マンション，約４０％) 

★マンション建て替え融資（平成19年度から） 

（旧耐震基準）昭和56年５月31日以前に着工された分譲マンション 
 (２６６マンション，約１６％) 

★分譲マンション耐震診断助成(平成１９年度から) 
★耐震改修助成(平成２０年度から)  
★耐震改修計画作成助成(平成２４年度から) 

高経年マンション：平成２年以前に建築された分譲マンション 
 (６６３マンション，約４０％) 

★高経年マンション専門家派遣(平成２２年度から) 

平成１８年１２月以前着工の分譲マンション(１，４１５マンション，約８６％) 

★分譲マンション共用部分バリアフリー助成(平成２２年度から) 

市内の全ての分譲マンション（約１，６５０マンション） 



○高経年マンション（築３０年以上）や小規模マンション（５０戸未満）にお
いて，管理の悪化につながる項目が良くない。 

高齢化の進行（高齢化率３０％以上） 

賃貸化の進行（賃貸化率２０％以上） 

１６．５％ ４２．７％ 

全体 

２５．８％ ３６．４％ 

高経年 

空家率の増加（空家率１０％以上） １２．７％  ４．４％ 

１３．９％ 

３１．１％ 

小規模 

理事会が年１回以下 ２４．９％ １２．０％ 

役員のなり手不足に悩んでいる ７０．７％ ４０．４％ 

 ６．５％ 

 ６．８％ 

－ 

【築年数ごとの分譲マンション数】 【戸数ごとの分譲マンション数】 
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 平成１９年度実態調査から浮かび上がった課題① 

【管理組合へのアンケート結果】 



○マンション内や周辺地域とのコミュニティ形成がうまくいっていないと感じている
マンションがある。 

○耐震性があるかどうかを把握しているマンション自体が少ない。 

○バリアフリー化はまだまだ進んでいない。 

マンション内の行事（防災訓練，夏祭りなど）がない 

地域の町内会における議決権がない，もしくは不明 

４６．６％ 

３８．２％ 

自治会・町内会に関わっていない １５．７％ 

・昭和５５年以前建築のマンションのうち， 

 耐震性調査の実績又は計画があるもの １９．５％（全体３１．８％） 

 高経年マンションのうち，共用部分に段差があるもの 

４９．１％（全体３５．６％） 
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 平成１９年度実態調査から浮かび上がった課題② 

【管理組合へのアンケート結果】 

【管理組合へのアンケート結果】 

【管理組合へのアンケート結果】 

・耐震性調査の結果，耐震性に問題があったマンションのうち， 

 補強計画のあるもの  ４４．４％     （耐震補強を行った ０％） 



住宅マスタープラン策定後の 

取組状況について 
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①予防的な措置，機能不全に陥らない 
京都らしい良質な住宅ストックの形成 

 
【施策番号010】  地域コミュニティの活性化に向けた方策の調査・検討 

【施策番号013】    共同住宅の供給時等における新規入居者と周辺地域との 

          調和の誘導 
 

○ マンション等の建築主に，地域との連絡調整担当者の届出の義務付け 
  （京都市地域コミュニティ活性化推進条例：平成２４年４月施行） 
 

  
 

 

【文化市民局地域自治推進室所管】 
 

○ 分譲マンション管理組合への啓発チラシの配布 
  市内約１，６５０の分譲マンション管理組合に，毎年度，啓発チラシを配布 

【都市計画局住宅室住宅政策課所管】 
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年度 ２３ ２４ ２５ 備考 

連絡調整担当者届出実績 － ５３棟 ４０棟 



②計画修繕や改修によって既存の建物を 

できるだけ長く使い続けるよう促していく（１／２） 
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【施策番号051】  耐震改修，バリアフリー改修に対する費用助成の推進 
 

 ○ 耐震改修の推進 
 ・ 旧耐震基準のマンションを対象に，耐震化の３ステップにおける補助を実施。 

 

 

 

 

   

 
 

                                     【都市計画局建築安全推進課所管】 

 ○ 共用部分バリアフリー化の推進 
 ・ 共用部分となる廊下や階段等の段差解消，手摺りの設置，床のノンスリップ化など 

  の改修工事に対する補助を実施。 

 

 

 
 

  【都市計画局住宅政策課所管】 

   

年度 ２３ ２４ ２５ 備考 

バリアフリー助成実績 ８棟 １０棟 １０棟 補助率1/2，上限100万円 

年度 ２３ ２４ ２５ 備考 

耐震診断助成 ０ ３棟 ０ 補助率2/3，上限200万円 

耐震改修計画作成助成 － ０ １棟 補助率2/3，上限200万円 

耐震改修助成 １棟 ０ ０ 
補助率1/2，１棟当たり4,800万円又は
１戸当たり60万円のいずれか低い額 



9 

②計画修繕や改修によって既存の建物を 

できるだけ長く使い続けるよう促していく（２／２） 

【施策番号052】  「分譲マンション建て替え・大規模修繕アドバイザー派遣 

            制度」の推進        
・  建て替えや大規模修繕を実施しようとされる分譲マンション 

 の管理組合からの要望に応じて，その進め方に関して助言し， 

 合意形成を推進させる専門家（建築士，マンション管理士など） 
 を派遣する。 

 

・ 専門家派遣が完了したマンションの大規模修繕工事実施状況 

（平成26年7月末現在）  

 

 

 

 
 （平成１９～２５年度実績）  

                   ※大規模修繕工事に至っていない３マンションのうち， 

                      ２マンションについては，建物検査の結果， 

                      状態が良かったことから，大規模修繕工事に着手していない。 

 
                                                   【都市計画局住宅政策課所管】 

派遣完了 

マンション 

修繕工事 

実施済 
工事中 工事計画中 未実施 

４１ ３１ １ ６ ３※ 
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③管理運営に支障が生じやすいマンションへの措置 

【施策番号054】  それぞれの分譲マンションの特性に応じて工夫した管理を 

          実施している管理組合の事例集の作成 

 

○ 京都市内のマンション管理組合の活動紹介 

    マンション管理組合の円滑な運営の参考となるような活動を行っている管理 

 組合の取組について，本市ホームページへの掲載やチラシの配布などによる 

 周知を平成２６年度内に実施することとしている。 
 
                                                 【都市計画局住宅政策課所管】 
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【施策番号055】  ＮＰＯ法人等が行う分譲マンションの管理の適正化を 

            推進する活動への支援 
 

○ ＮＰＯ法人等と連携したマンション管理セミナーの実施 
   マンション管理に活かせる情報を専門家から分かり易く説明している。 
 
○ すまいよろず相談（専門相談：マンション） 
   区分所有者から，管理会社との関係や管理組合の運営に関するトラブル 
 等について，専門家が相談に応じている。 
 
 ○ すまいスクール出張版（マンション） 
   管理組合から，管理組合の運営や管理委託費の節約，長期修繕計画や 
 大規模修繕等に関する相談に応じて，区分所有者が集まる場に，専門家を 
 派遣している。 
 
 

 

 

 
 

 

【都市計画局住宅政策課所管】 

④分譲マンションの管理についての相談（１／３） 

年度 ２３ ２４ ２５ 

マンション管理セミナー ２０１人（２回） １９０人（２回） １９５人（２回） 

すまいよろず相談 ２０件 １３件 ２６件 

すまいスクール出張版 ４回 １４回 １５回 
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【施策番号059】  分譲マンションの実態を継続的に把握するための 

          調査の実施 
 

○ 高経年マンション専門家派遣事業 
 
 ・ 高経年マンション実態調査(平成23年度)の結果に基づく分類により 
  判断された「要支援マンション（４７マンション）」や「要支援予備マンション 
   （１７マンション）」を対象に，毎年度，区分所有者等から管理状況に関する 
  ヒアリングと建物状況を確認するとともに，区分所有者からの要請に応じて， 
  その改善に向けた支援を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 【都市計画局住宅政策課所管】 
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 年度 22 23 24 25 合計 

支援マンション数 ４棟 ６棟 ７棟 ６棟 延べ２３棟（実質１６棟） 

④分譲マンションの管理についての相談（２／３） 



【施策番号065】  管理組合や管理会社，不動産業者等による維持管理実態 

          の積極的な開示の促進と，維持管理の状況が流通において 

          評価される仕組みの検討（開示した情報について流通に 

          おける評価が，管理組合における自治管理能力の向上の 

          動機付けになりうる仕組みの検討） 
 

○ ＮＰＯ法人京都マンション管理評価機構 
   同機構では，マンションの管理に関する情報と評価の発信を通じて， 
 管理組合の努力を積極的に公開し，マンションの住宅を探す人にとって， 
  安心して住み続けることができる住宅探しの手掛かりを提供している。 
 
  ＜公開例＞ 
   
 
 
  公開件数：４７０件（うち市内４６５件，その他京都府下２件，滋賀県３件） 
  

 ＜会員＞マンション総合研究会，マンション流通協会，マンション管理士グループ，京都マンション管理組合懇談会， 

        公益社団法人京都府宅地建物取引業協会，公益社団法人全日本不動産協会京都府本部， 

        一般社団法人京都府不動産コンサルティング協会，公益財団法人日本賃貸住宅管理協会京都府支部， 

        都市居住推進研究会，公益社団法人京都府不動産鑑定士協会                   

13 

④分譲マンションの管理についての相談（３／３） 



【施策番号063】  「要支援マンション」の更なる実態把握と専門家の活用に 

          よる「要支援マンション」についての，自治能力の回復だけで 

          なく，区分所有関係の整理も視野に入れたサポートの仕組み 
          の検討 
 
○ 要支援マンション再生支援事業 
   高経年マンション専門家派遣事業において，「要支援マンション」を対象に 
  専門家がアドバイスをするも，なお，改善できないマンションについては， 
   専門家が管理組合の外部役員として直接加わり，管理組合の運営に関する 
   実務を担いながら，区分所有者が自主的に管理組合を運営できるよう支援 
   する活動に助成する「要支援マンション再生支援事業」を平成２６年度に 
  創設，現在，２マンションで管理組合の再生に取り組んでいる。 
 
 

                                                 【都市計画局住宅政策課所管】 
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⑤要支援マンションへの専門家の派遣，より踏み込んだ措置 



高経年マンションは，約６６０棟，約４５，５００戸が供給されている。 

 平成２３年度 高経年マンション実態調査 
供給戸数 累積供給戸数 
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（出典：京都市調査） 15 

高経年マンション 
京都市住宅マスタープランの取組終了年次（平成
３１年）時点で，建築後３０年以上を経過する分譲
マンション 



①危険を感じる手すりがある。 

②鉄部の発錆が著しい。 

③集合ポストが壊れている。 

④外壁に露筋がある。 

⑤外壁塗装が著しくはがれている。 

⑥バルコニー裏に露筋が見られる。 

⑦バルコニー裏に漏水が著しく見られる。 

① 管理規約がない。 

② 総会又は理事会が開かれていない。 

③ 管理費又は計画修繕のための積立金を 

  徴収していない。 

④ 大規模修繕工事を実施していない。 

【住宅マスタープランで定義した４項目】 

【建物の劣化に関する７項目】 

ひとつでも 

該当するものは， 

行政の支援が必要 

要支援マンション 
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 平成２３年度 高経年マンション実態調査 



①管理規約の改正を実施していない。 

②理事・監事の重任がある。 

③理事会の開催頻度が年３回以下である。 

④定期総会を開催していない。 

⑤総会議案書を事前配布していない。 

⑥総会議事録を配布していない。 

⑦区分経理がされていない。 

⑧組合員名簿がない。 

⑨管理委託契約が自動更新または契約書がない。 

⑩長期修繕計画書がない。 

【管理運営に関する１０項目】 

× 

× 
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 平成２３年度 高経年マンション実態調査 



グループ名 分類の概要 マンション数 

第１グループ 
・住宅マスタープランで定義した４項目 
・建物の劣化に関する７項目 
・管理運営に関する１０項目  

（該当０） 
（該当０） 
（該当０） 

４５ 

第２グループ 

・住宅マスタープランで定義した４項目 
・建物の劣化に関する７項目 
 又は， 
・管理項目に関する１０項目 

（該当０） 
（該当１） 
 
（該当１以上） 

２３４ 
(要支援予備マンション

※17を含む。) 

第３グループ 
・住宅マスタープランで定義した４項目 
 又は， 
・建物の劣化に関する７項目 

（該当１以上） 
 
（該当２～３） 

３４ 

第４グループ 
・住宅マスタープランで定義した４項目 
・建物の劣化に関する７項目 

（問わず） 
（該当４以上） １３ 

その他 
・住宅マスタープランで定義した４項目 
・建物の劣化に関する７項目 

（未回答） 
（該当０～１） 

３３７ 

（合  計） ６６３ 

※ 要支援予備マンションは，調査票の回答をもとに，管理組合の運営面で複数の課題があると認められるマンションを抽出した。 

要
支
援
マ
ン
シ
ョ
ン 
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 高経年マンション実態調査によるグループ分け 



 年度 22 23 24 25 合計 

支援マンション数 ４ ６ ７ ６ 延べ２３（実質１６） 

専門家派遣数 １２ ９ １０ ５９ 延べ９０ 

支援内容の具体例 

・管理組合の担い手となる区分所有者等の掘り起こし 

・建物目視観察及び報告会 

・管理組合正常化に向けた意見交換会 

・滞納処理や区分経理の導入 

・マンション総合保険への加入 

・規約改正，総会開催  など 

☆新たに管理組合を設立し直した 

☆大規模修繕工事を実施した 

５マンション 

３マンション 
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 高経年マンション専門家派遣事業 



・賃貸化や高齢化により，管理組合の担い手が十分に居ない。 

・マンション内の良好なコミュニティ不足により，専門家が離れると
一部に管理業務が集中し，管理が停滞する。 

専門家がアドバイスをするも，なお，改善できないマンション 

マンションに関する専門家が，管理組合の運営に関する実務を担いながら，
区分所有者を対象とした勉強会を開催するなど，区分所有者が自主的に管
理組合を運営できるよう支援する。 

分譲マンションの管理組合に外部役員として専門家を派遣する。 

・上記の支援する活動に，補助金の交付を行う。 

※同一の支援活動への補助金の交付は，２箇年度を限度とする。 
※支援活動を行う法人が派遣する外部役員は，事業実施マンションの総会
における議決権及びその代理権を有しないこととする。 

★要支援マンション再生支援事業（２６年度から） 
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 高経年マンション専門家派遣事業の課題 



☆初年度（自ら管理や運営していくためのルール作り） 

【事業のイメージ】 

☆２年目（建物管理に向けた議論の具体化） 

☆３年目以降 自主管理 
     （必要に応じて高経年マンション専門家派遣事業による支援等）   

・建物見学会＆報告会（建物管理の意識改革） 

・滞納処理  （管理組合の運営資金の整理） 

・規約の見直し（管理組合運営ルールづくり） 

・外部役員の位置づけ （外部専門家の活用） 

・理事会における建物管理に向けた議論 

・建物の修繕等に向けた資金計画の議論 
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 要支援マンション再生支援事業 
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 要支援マンション再生支援事業 

広報発表 ９月 ８日 

【平成２６年度に取組状況】 

募集期間 ９月１１日～９月２２日 

事業対象 ２マンション 

（１０月に，２団体を選定し，現在，支援活動中。） 



課題認識及び今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 行政や管理組合，不動産事業者やＮＰＯ法人など 
 との連携の強化 
 ＜課題認識＞   

 本市では，京・安心すまいセンターを通じて，マンション
に関連するＮＰＯ法人などと連携しているが，更に，   
管理組合や不動産事業者も加わった連携が必要である。 

 ＜今後の方向性＞   

  「大阪市マンション管理支援機構」の仕組みなどを参考
に，行政，管理組合，不動産事業者やＮＰＯ法人が連携で
きるプラットフォームを設置し，それぞれの主体が連携して 
マンションの管理支援ができる体制の実現について検討
していく。 
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課題認識及び今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 高経年マンション，小規模マンション及び賃貸化 
 が進行したマンションなどにおける管理のあり方 
 ＜課題認識＞   

 本市が要支援マンション等を対象に，管理組合の設立
や管理組合を活性化させるなどの支援を実施しているが，
そのノウハウについて，更に，情報発信をする必要がある。 

 ＜今後の方向性＞   

 高経年マンションや小規模マンション等の建物のタイプ
別に，これまでの専門家派遣事業で蓄積したノウハウを 
整理し，それぞれのタイプで直接活かせる情報として  
冊子等にまとめ，管理組合に提供できるよう検討していく
。 
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課題認識及び今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 分譲マンションの購入者及び不動産事業者への 
 意識啓発の強化 
 ＜課題認識＞   

 マンションの購入者は，契約時に重要事項説明書により
マンションの管理状況に関する一定の説明を受けるが，
管理組合に関する理解が乏しく，実態として，立地や専有
部分だけで，購入を決めている。購入者が管理組合に関
する理解を高める意識啓発をしていく必要がある。 

 ＜今後の方向性＞   

 市民を対象とする分譲マンションの購入時における普及
啓発を検討するとともに，取引の仲介に携わる不動産事
業者から，マンションの管理状況の評価結果を提供する
など，その情報提供のあり方について検討していく。 
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課題認識及び今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 分譲マンションの管理に関する届出 
 ＜課題認識＞   

 個々のマンションの管理状況について，本市が継続して
把握できておらず，マンションが管理不全に陥り「要支援
マンション」となってから支援に取り組んでおり，管理組合
の再生に向け，大きな労力が必要となっている。 

 ＜今後の方向性＞   

 平成２５年７月に東京都豊島区が施行した「マンション管
理推進条例」などを参考に，本市においても，マンションの
管理状況を継続して把握する仕組みについて，検討して
いく。 
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